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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
 

回次 
第88期 

第３四半期 
累計期間 

第88期 
第３四半期 
会計期間 

第87期 

会計期間 

(自 平成20年
 ４月１日

至 平成20年
 12月31日)

(自 平成20年
 10月１日

至 平成20年
 12月31日)

(自 平成19年
 ４月１日

至 平成20年
 ３月31日)

経常収益 百万円 8,341 2,640 10,980

経常利益 
(△は経常損失) 

百万円 △146 △542 785

四半期純利益 
(△は四半期純損失) 

百万円 △94 △325 ―

当期純利益 百万円 ― ― 311

持分法を適用した場合の
投資利益 

百万円 ― ― ―

資本金 百万円 ― 2,500 2,500

発行済株式総数 千株 ― 27,371 27,371

純資産額 百万円 ― 17,779 19,625

総資産額 百万円 ― 438,787 420,289

１株当たり純資産額 円 ― 654.39 720.14

１株当たり四半期純利益 
金額(△は１株当たり四半
期純損失金額) 

円 △3.46 △11.97 ―

１株当たり当期純利益 
金額 

円 ― ― 11.43

潜在株式調整後１株 
当たり四半期純利益金額 

円 ― ― ―

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

円 ― ― ―

１株当たり配当額 円 2.50 ― 5.00

自己資本比率 ％ ― 4.0 4.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △6,495 ― 7,492

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △12,173 ― △4,401

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △171 ― △143

現金及び現金同等物 
の四半期末(期末)残高 

百万円 ― 9,712 28,551

従業員数 人 ― 520 487
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(注) １．当行は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。 

２．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

３．当行は関連会社がないため、「持分法を適用した場合の投資利益」の記載はしておりません。 

４．「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」に

ついては、潜在株式がないため記載しておりません。 

５．第３四半期累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５ 経理の状況」中、「１ 四半期

財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。 

６．「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。 

７．当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会

社)に該当するため、第３四半期会計期間に係る損益関係指標については、「第５ 経理の状況」の「２ 

その他」中、「(1) 第３四半期会計期間に係る損益計算書及び１株当たり四半期純損益金額等」の「① 

損益計算書」にもとづいて掲出しております。 

なお、第３四半期会計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、同「② １株当たり四半期純損益

金額等」に記載しております。 

 

 

２ 【事業の内容】 

当第３四半期会計期間において、当行が営む事業の内容については、重要な変更はありません。 

 

 

３ 【関係会社の状況】 

該当する会社はありません。 

 

 

４ 【従業員の状況】 

当行の従業員数 

平成20年12月31日現在 

従業員数(人) 
520
[48]

(注) １．従業員数は、嘱託及び臨時従業員89人を含んでおりません。 

２．臨時従業員数は、[ ]内に当第３四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【生産、受注及び販売の状況】 

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので

記載しておりません。 

 

 

２ 【経営上の重要な契約等】 

該当ありません。 

 

 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】 

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当行が判断したもの

であります。 

(1) 業績の状況 

［金融経済環境］ 

当第３四半期のわが国経済は、企業収益が減少を続けており、企業の景況感も悪化するなど設備投

資が減少、輸出の減少や個人消費の停滞なども相俟って減速感は急速に強まりました。先行きにつき

ましても、海外経済の一段の減速や為替円高を背景に、輸出や設備投資は大幅に減少するものとみら

れ、また、国内民間需要も、企業収益や資金調達環境が悪化し、雇用・所得環境も厳しさを増すもと

で、さらに弱まっていく可能性が高く、景気は当面悪化を続けるものとみられております。 

金融情勢につきましても、米国に端を発した世界的な金融・資本市場の混乱が続いており、わが国

の市場についても株価下落や円高など深刻な影響を及ぼしております。 

［営業の経過及び成果］ 

このような金融経済環境のもと、役職員一同、業績の向上と経営体質の強化に努めてまいりました

結果、業容面では、預金及び譲渡性預金は前事業年度末比２０９億６４百万円増加の４，１５２億４

百万円となりました。貸出金につきましても、前事業年度末比１７７億５２百万円増加の３，２４８

億９２百万円となりました。 

損益面につきましては、当第３四半期会計期間において、経常収益は２６億４０百万円となりまし

た。一方、経常費用は３１憶８２百万円となりました。その結果、経常損益は５億４２百万円の損失

となり、四半期純損益は３億２５百万円の損失となりました。 
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国内・国際業務部門別収支 

(業績説明) 

国内業務部門では、資金運用収支は2,082百万円、役務取引等収支は△18百万円、その他業務収支

は0百万円となり、国際業務部門では、資金運用収支は23百万円、役務取引等収支は0百万円、その

他業務収支は0百万円となりました。 

合計では、資金運用収支は2,106百万円、役務取引等収支は△18百万円、その他業務収支は1百万

円となりました。 

 

国内業務部門 国際業務部門 合計 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
資金運用収支 

当第３四半期会計期間 2,082 23 2,106

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
 うち資金運用収益 

当第３四半期会計期間 2,444 41 
17

2,468

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
 うち資金調達費用 

当第３四半期会計期間 361 18 
17
361

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
役務取引等収支 

当第３四半期会計期間 △18 0 △18

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
 うち役務取引等収益 

当第３四半期会計期間 160 2 162

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
 うち役務取引等費用 

当第３四半期会計期間 179 1 181

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
その他業務収支 

当第３四半期会計期間 0 0 1

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
 うちその他業務収益 

当第３四半期会計期間 0 0 1

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
 うちその他業務費用 

当第３四半期会計期間 ― ― ―

(注) １．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。 

ただし、円建対非居住者取引は、国際業務部門に含めております。 

２．資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借

の利息であります。 
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国内・国際業務部門別役務取引の状況 

(業績説明) 

役務取引等収益は、162百万円となりました。 

役務取引等費用は、181百万円となりました。 

 

国内業務部門 国際業務部門 合計 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
役務取引等収益 

当第３四半期会計期間 160 2 162

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
 うち預金・貸出業務 

当第３四半期会計期間 22 ― 22

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
 うち為替業務 

当第３四半期会計期間 94 2 96

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
 うち証券関連業務 

当第３四半期会計期間 11 ― 11

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
 うち代理業務 

当第３四半期会計期間 11 ― 11

前第３四半期会計期間 ― ― ―  うち保護預り 
貸金庫業務 当第３四半期会計期間 3 ― 3

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
 うち保証業務 

当第３四半期会計期間 0 ― 0

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
役務取引等費用 

当第３四半期会計期間 179 1 181

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
 うち為替業務 

当第３四半期会計期間 22 1 24

(注) 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。 

ただし、円建対非居住者取引は、国際業務部門に含めております。 
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国内・国際業務部門別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高(末残) 

 

国内業務部門 国際業務部門 合計 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
預金合計 

当第３四半期会計期間 408,806 116 408,923

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
 うち流動性預金 

当第３四半期会計期間 128,384 75 128,460

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
 うち定期性預金 

当第３四半期会計期間 278,447 40 278,488

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
 うちその他 

当第３四半期会計期間 1,974 ― 1,974

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
譲渡性預金 

当第３四半期会計期間 6,281 ― 6,281

前第３四半期会計期間 ― ― ― 
総合計 

当第３四半期会計期間 415,087 116 415,204

(注) １．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

２．定期性預金＝定期預金＋定期積金 

３．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。 
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国内・国際業務部門別貸出金残高の状況 

○ 業種別貸出状況(残高・構成比) 

 

平成20年12月31日 
業種別 

貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内業務部門 324,892 100.00

 製造業 21,653 6.66

 農業 204 0.06

 林業 ― ―

 漁業 53 0.02

 鉱業 5,187 1.60

 建設業 37,980 11.69

 電気・ガス・熱供給・水道業 3,377 1.04

 情報通信業 3,081 0.95

 運輸業 10,069 3.10

 卸売・小売業 36,151 11.13

 金融・保険業 17,840 5.49

 不動産業 49,185 15.14

 各種サービス業 44,098 13.57

 地方公共団体 15,974 4.92

 その他 80,035 24.63

国際業務部門 ― ―

 製造業 ― ―

 農業 ― ―

 林業 ― ―

 漁業 ― ―

 鉱業 ― ―

 建設業 ― ―

 電気・ガス・熱供給・水道業 ― ―

 情報通信業 ― ―

 運輸業 ― ―

 卸売・小売業 ― ―

 金融・保険業 ― ―

 不動産業 ― ―

 各種サービス業 ― ―

 地方公共団体 ― ―

 その他 ― ―

合計 324,892 ―

(注) 国内業務部門は国内店の円建取引であります。国際業務部門は国内店の外貨建取引で、該当はありません。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、主に投資活動に

よるキャッシュ・フローのプラスにより２１億８１百万円増加し、当四半期末残高は、９７億１２百

万円となりました。 

 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期会計期間において営業活動における資金は、主に、預金の純増等により１０億６４百

万円のプラスとなりました。 

 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期会計期間において投資活動における資金は、主に、有価証券の償還による収入等によ

り１２億１１百万円のプラスとなりました。 

 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期会計期間において財務活動における資金は、主に、配当金の支払額等により９６百万

円のマイナスとなりました。 

 

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期会計期間において、当行が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

 

(4) 研究開発活動 

該当ありません。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 主要な設備の状況 

当第３四半期会計期間中に完成した新築、増改築等は次のとおりであります。 

 

店舗名 
その他 

所在地 設備の内容 
敷地面積 
(㎡) 

建物延面積 
(㎡) 

完了年月 

久留米支店 
久留米市日吉町 
5-45 

鉄筋コンクリート造 
陸屋根2階建銀行店舗

709.37 601.72 平成20年11月 

 

 

２ 設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期会計期間において、第２四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。 

なお、当第３四半期会計期間中に新たに確定した重要な設備の新築、増改築等の計画は次のとおり

であります。 

 

投資予定金額 
(百万円) 店舗名 

その他 
所在地 区分 設備の内容 

総額 既支払額

資金調達 
方法 

着手 
年月 

完了予定
年月 

大牟田支店 
大牟田市有明町
2-2-14 

中古物件
購入改築 

鉄筋コンクリート
造陸屋根2階建 
銀行店舗 
敷地面積517.43㎡ 
建物延面積647.12㎡

102 30
自己資金 
による 

平成20年 
12月 

平成21年
３月 

（注） 上記設備計画の記載金額には、消費税及び地方消費税を含んでおりません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容 

普通株式 27,371,605 同左 福岡証券取引所 

権利内容に何ら限定のない
当行における標準となる株
式で、単元株式数は1,000株
であります。 

計 27,371,605 同左 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当ありません。 

 

(3) 【ライツプランの内容】 

該当ありません。  

 

 (4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成20年10月１日～ 
平成20年12月31日 

― 27,371 ― 2,500,000 ― 1,203,777

 

(5) 【大株主の状況】 

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把

握しておりません。 
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(6) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認でき

ないため、記載することができませんので、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿

による記載をしております。 

① 【発行済株式】 

平成20年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  135,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 
    26,817,000 

26,817 ― 

単元未満株式 
普通株式  
      419,605 

― 一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 27,371,605 ― ― 

総株主の議決権 ― 26,817 ― 

(注) １. 上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5千株含まれております。 

  また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が5個含まれております。 

２．「単元未満株式」には、当行所有の自己株式187株が含まれております。 

 

② 【自己株式等】 

平成20年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社福岡中央銀行 

福岡市中央区大名二丁目 
12番１号 

135,000 ― 135,000 0.49

計 ― 135,000    ― 135,000 0.49

 

２ 【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 
平成20年 
４月 

 
５月 

 
６月 

 
７月 

 
８月 

 
９月 

 
10月 

 
11月 

 
12月 

最高(円) 480 460 448 438 455 410 460 400 430

最低(円) 450 441 415 410 400 383 395 380 375

(注) 最高・最低株価は福岡証券取引所におけるものであります。 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はあ

りません。 
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第５ 【経理の状況】 

１．当行の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年

内閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しておりますが、資産及び

負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠して

おります。 

 

２．当行は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う

会社)に該当するため、当第３四半期会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)に係る

損益の状況及び１株当たり四半期純損益金額等については、「２ その他」に記載しております。 

 

３．当第３四半期累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日)は、四半期財務諸表の作成

初年度であるため、前第３四半期累計期間との対比は行っておりません。 

 

４．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期累計期間(自 平成20年

４月１日 至 平成20年12月31日)の四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビ

ューを受けております。 

 

５．当行は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

 

 



１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第３四半期会計期間末 
(平成20年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 ※2  10,443 ※2  29,282

コールローン 10,200 －

買入金銭債権 2 35

商品有価証券 119 154

有価証券 ※2  80,083 ※2  72,689

貸出金 ※1  324,892 ※1  307,140

外国為替 153 73

その他資産 1,335 1,021

有形固定資産 ※3  12,818 ※3  11,613

無形固定資産 131 157

繰延税金資産 3,331 2,156

支払承諾見返 326 441

貸倒引当金 △5,051 △4,474

資産の部合計 438,787 420,289

負債の部   

預金 408,923 392,130

譲渡性預金 6,281 2,109

その他負債 2,210 2,330

退職給付引当金 354 666

役員退職慰労引当金 158 226

睡眠預金払戻損失引当金 100 105

再評価に係る繰延税金負債 2,653 2,653

支払承諾 326 441

負債の部合計 421,008 400,664

純資産の部   

資本金 2,500 2,500

資本剰余金 1,203 1,203

利益剰余金 11,745 11,977

自己株式 △93 △58

株主資本合計 15,356 15,622

その他有価証券評価差額金 △1,450 130

土地再評価差額金 3,872 3,872

評価・換算差額等合計 2,422 4,002

純資産の部合計 17,779 19,625

負債及び純資産の部合計 438,787 420,289

─ 14 ─



(2)【四半期損益計算書】 
 【第３四半期累計期間】 

(単位：百万円)

当第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成20年12月31日) 

経常収益 8,341

資金運用収益 7,452

（うち貸出金利息） 6,331

（うち有価証券利息配当金） 1,058

役務取引等収益 514

その他業務収益 155

その他経常収益 217

経常費用 8,487

資金調達費用 1,113

（うち預金利息） 1,100

役務取引等費用 577

営業経費 4,935

その他経常費用 ※1  1,860

経常損失（△） △146

特別損失 38

固定資産処分損 10

減損損失 27

税引前四半期純損失（△） △184

法人税、住民税及び事業税 12

法人税等調整額 △102

法人税等合計 △90

四半期純損失（△） △94

─ 15 ─



(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

当第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純損失（△） △184

減価償却費 269

減損損失 27

貸倒引当金の増減（△） 576

退職給付引当金の増減額（△は減少） △312

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △67

睡眠預金払戻損失引当金の増減額（△は減少） △5

資金運用収益 △7,452

資金調達費用 1,113

有価証券関係損益（△） 656

為替差損益（△は益） △1

固定資産処分損益（△は益） 10

貸出金の純増（△）減 △17,752

預金の純増減（△） 16,792

譲渡性預金の純増減（△） 4,171

コールローン等の純増（△）減 △10,166

外国為替（資産）の純増（△）減 △80

資金運用による収入 7,295

資金調達による支出 △1,007

その他 △0

小計 △6,119

法人税等の支払額 △376

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,495

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券の取得による支出 △57,320

有価証券の売却による収入 4,783

有価証券の償還による収入 41,851

有形固定資産の取得による支出 △1,460

無形固定資産の取得による支出 △25

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,173

財務活動によるキャッシュ・フロー  

配当金の支払額 △136

自己株式の取得による支出 △39

自己株式の売却による収入 4

財務活動によるキャッシュ・フロー △171

現金及び現金同等物に係る換算差額 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △18,838

現金及び現金同等物の期首残高 28,551

現金及び現金同等物の四半期末残高 9,712

─ 16 ─
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

   

 
当第３四半期累計期間 

(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

１．会計処理基準に関する事項の変更 リース取引に関する会計基準 

所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっておりましたが、「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号平成19年３月

30日）及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第16号同前）が平

成20年４月１日以後開始する事業年度から適用さ

れることになったことに伴い、当中間会計期間か

ら同会計基準及び適用指針を適用しております。

また、当該取引に係るリース資産の減価償却の方

法については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。 

これによる四半期貸借対照表等に与える影響は

ありません。 

なお、リース取引開始日が平成20年４月１日前

に開始する事業年度に属する所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引につきましては、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じて会計処理を行っており

ます。 

 

【簡便な会計処理】 

 

 
当第３四半期累計期間 

(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

１．減価償却費の算定方法 定率法を採用している有形固定資産について

は、年度に係る減価償却費の額を期間按分する方

法により算定しております。 

２．貸倒引当金の計上方法 「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び

「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当てて

いる債権等以外の債権に対する貸倒引当金につき

ましては、中間会計期間末の予想損失率をもとに

合理的に見直した後の予想損失率を適用して計上

しております。 

３．税金費用の計算 法人税等につきましては、年度決算と同様の方

法により計算しておりますが、納付税額の算出に

係る加減算項目及び税額控除項目は、重要性の高

い項目に限定して適用しております。 

４．繰延税金資産の回収可能性の判断 繰延税金資産の回収可能性の判断につきまして

は、一時差異の発生状況について中間会計期間末

から大幅な変動がないと認められるため、当該中

間会計期間末の検討において使用した将来の業績

予測及びタックス・プランニングの結果を適用し

ております。 
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【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 

当第３四半期累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

    該当ありません。 

 

【注記事項】 

(四半期貸借対照表関係) 

 

当第３四半期会計期間末 
(平成20年12月31日) 

前事業年度末 
(平成20年３月31日) 

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。 

破綻先債権額 1,590百万円

延滞債権額 11,106百万円

３ヵ月以上延滞債権額 ―百万円

貸出条件緩和債権額 2,240百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。 

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。 

破綻先債権額 680百万円

延滞債権額 10,537百万円

３ヵ月以上延滞債権額 ―百万円

貸出条件緩和債権額 2,280百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。 

※２．担保に供している資産 

前事業年度の末日に比べて著しい変動は認められ

ません。 

※２．担保に供している資産 

有価証券 221百万円

預け金 4百万円
 

※３．有形固定資産の減価償却累計額 

5,307百万円 

※３．有形固定資産の減価償却累計額 

5,203百万円 

 

(四半期損益計算書関係) 

 

当第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

※１．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額856百万

円及び株式等償却953百万円を含んでおります。 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

当第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

(単位：百万円)

平成20年12月31日現在 

現金預け金勘定 10,443

定期預け金(預入期間３ヵ月超)  △731

現金及び現金同等物 9,712
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(株主資本等関係) 

当第３四半期会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自 平成20年４月１日 至 

平成20年12月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(単位：千株) 

 当第３四半期会計期間末株式数 

発行済株式 

 普通株式 27,371

合計 27,371

自己株式 

 普通株式 202

合計 202

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
 

  該当ありません。 

 

３．配当に関する事項 
 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たりの
金額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 68 2.50 平成20年３月31日 平成20年６月30日 
その他 

利益剰余金

平成20年11月27日 
取締役会 

普通株式 68 2.50 平成20年９月30日 平成20年12月８日 
その他 

利益剰余金

 

基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の

末日後となるもの 
 

  該当ありません。 

 

 

(リース取引関係) 

当第３四半期累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

リース取引開始日が平成20年４月１日前に開始する事業年度に属する所有権移転外ファイナン

ス・リース取引につきましては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っております

が、当四半期会計期間末におけるリース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動が認められな

いため、記載しておりません。 
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(有価証券関係) 

当第３四半期会計期間末 

※１．事業の運営において重要なものであり、前事業年度の末日に比して著しい変動が認められるも

のは、次のとおりであります。 

※２．四半期貸借対照表の「有価証券」を記載しております。 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成20年12月31日現在) 

 

 
四半期貸借対照表 
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

その他 5,000 4,587 △413

(注) 時価は、当第３四半期会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの(平成20年12月31日現在) 

 

 取得原価(百万円) 
四半期貸借対照表 
計上額(百万円) 

評価差額(百万円) 

株式 8,831 7,997 △834

債券 56,016 56,331 315

 国債 25,597 26,094 496

 地方債 3,141 3,201 59

 社債 27,277 27,036 △241

その他 12,061 10,145 △1,916

合計 76,909 74,474 △2,434

(注) １．四半期貸借対照表計上額は、株式については当第３四半期会計期間末前１ヵ月の市場価格等の平均に基

づいて算定された額により、また、それ以外については、当第３四半期会計期間末日における市場価格等

に基づく時価によりそれぞれ計上したものであります。 

２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、

時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期貸借

対照表価額とするとともに、評価差額を当第３四半期累計期間の損失として処理(以下「減損処理」とい

う。)しております。 

当第３四半期累計期間における減損処理額は、854百万円であります。 

また、有価証券の減損処理については、四半期決算時の時価の下落率が簿価の30％以上であるものを対

象としております。時価の下落率が簿価の50％以上である場合は、時価が「著しく下落した」ときに該当

することとして減損処理を行っております。なお、時価の下落率が30％以上50％未満である場合は回復可

能性の判定を行い、減損処理を行っております。 
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(金銭の信託関係) 

当第３四半期会計期間末 

該当ありません。 

 

 

   (デリバティブ取引関係) 

当第３四半期会計期間末 

該当ありません。 

 

 

(ストック・オプション等関係) 

当第３四半期会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

    該当ありません。 

 

 

(持分法損益等) 

当第３四半期累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

当行は関連会社がないため、「持分法損益等」の該当はありません。 
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(１株当たり情報) 

１．１株当たり純資産額 

 

  
当第３四半期会計期間末 
(平成20年12月31日) 

前事業年度末 
(平成20年３月31日) 

１株当たり純資産額 円 654.39 720.14

 

２．１株当たり四半期純損益金額等 

 

  
当第３四半期累計期間 

(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

１株当たり四半期純損失 
金額(△) 

円 △3.46

(注) １．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  
当第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

１株当たり四半期純損失金額 

 四半期純損失(△) 百万円 △94

 普通株主に帰属しない 
 金額 

百万円 ―

 普通株式に係る 
 四半期純損失(△) 

百万円 △94

 普通株式の四半 
 期中平均株式数 

千株 27,226

２．なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりませ

ん。 

 

 

(重要な後発事象) 

該当ありません。 
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２ 【その他】 

(1) 第３四半期会計期間に係る損益計算書及び１株当たり四半期純損益金額等 

当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を

行う会社）に該当するため、第３四半期会計期間に係る損益計算書及び１株当たり四半期純損益金

額等については、四半期レビューを受けておりません。 

① 損益計算書 

 
(単位：百万円) 

 
当第３四半期会計期間 

(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

経常収益 2,640

 資金運用収益 2,468

  (うち貸出金利息） 2,108

  (うち有価証券利息配当金） 347

 役務取引等収益 162

 その他業務収益 1

 その他経常収益 7

経常費用 3,182

 資金調達費用 361

  (うち預金利息） 354

 役務取引等費用 181

 営業経費 1,688

 その他経常費用 ※１         950

経常損失(△) △542

特別損失 0

 固定資産処分損 0

税引前四半期純損失(△) △543

法人税、住民税及び事業税 △248

法人税等調整額 31

法人税等合計 △217

四半期純損失(△) △325

 

 

当第３四半期会計期間 
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

※１．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額50百万円

及び株式等償却881百万円を含んでおります。 
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② １株当たり四半期純損益金額等 

 

  
当第３四半期会計期間 

(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

１株当たり四半期純損失 
金額(△) 

円 △11.97

(注) １．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  
当第３四半期会計期間 
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

１株当たり四半期純損失金額 

 四半期純損失(△) 百万円 △325

 普通株主に帰属しない 
 金額 

百万円 ―

 普通株式に係る 
 四半期純損失(△) 

百万円 △325

 普通株式の四半 
 期中平均株式数 

千株 27,187

２．なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりませ

ん。 

 

 

(2) その他 

中間配当 

平成20年11月27日開催の取締役会において、第88期の中間配当につき次のとおり決議しました。 

中間配当金総額              68百万円 

１株当たりの中間配当金          ２円50銭 

支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成20年12月８日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

 

平成21年２月10日 

株式会社福岡中央銀行 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士  喜 多 村  教 證  ㊞ 

 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士  村  田  賢  治  ㊞ 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社福岡中央銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第88期事業年度の第３四半期累

計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対

照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対す

る結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者

等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社福岡中央銀行の平成20年12月31日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 

以 上 

 
 

※ １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半

期報告書提出会社)が別途保管しております。 

  ２ 四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 福岡財務支局長 

【提出日】 平成21年２月13日 

【会社名】 株式会社 福岡中央銀行 

【英訳名】 THE FUKUOKA CHUO BANK，LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役頭取  田 中 克 佳 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 福岡市中央区大名二丁目12番１号 

【縦覧に供する場所】 証券会員制法人福岡証券取引所 

 (福岡市中央区天神二丁目14番２号) 
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当行取締役頭取田中克佳は、当行の第88期第３四半期(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

 

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

 




